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１．はじめに
　国民年金法では，「国民年金制度は，日本国憲法
第二十五条第二項に規定する理念に基づき，老齢，
障害又は死亡によつて国民生活の安定がそこなわれ
ることを国民の共同連帯によつて防止し，もつて健
全な国民生活の維持及び向上に寄与することを目的
とする．」（国民年金法第一条）と規定されている．
また，厚生年金保険法では，「この法律は，労働者
の老齢，障害又は死亡について保険給付を行い，労
働者及びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与
することを目的とする．」（厚生年金保険法第一条）
と規定されている．これらの法の下，現在，国民年
金は，日本国内に住所を有する20歳以上の人は，強
制加入となっている．このように，公的年金制度は，
国民皆年金となった1961（昭和36）年以降，国民の
老後の生活の根幹を支えるものと言える．そのこと
を裏付けるように，内閣府1）の調査によると，「（夫
婦の）収入額のなかで，公的年金（国民年金，厚生
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年金，公務員共済年金，労災年金，恩給など）はど
の程度の割合を占めているか」という質問に対して，
表1に示すように，60歳以上では，52.6% が10割と
答えており，年金がいかに老後の生活の根幹となっ
ているかがわかる．
　ところが，厚生労働省年金局2）の調査を見ると，
公的年金制度の周知状況について「20～59歳の国民
は，公的年金に加入し，保険料を納付しなければな
らないこと」についての周知度は，表2に示すように，
年齢によって異なっており，いずれの被保険者の種
類においても，20～29歳の周知度は低い．さらに，
国民年金の年齢階級別保険料納付率を図1に示して
いる．これを見ると，特に，25～29歳の保険料納付
率が低く，おおむね年齢が低いほど低くなっている
ことが分かる3）．
　以上のように，年金制度は老後の生活の根幹であ
るにもかかわらず，その保険料の納付を始める20代
では，周知度が低く，保険料の納付率も低くなって

資　料

表１　公的年金の割合
0割 1割 2割 3割 4割 5割 6割 7割 8割 9割 10割 わからない 平均

総数 17.0 3.4 2.9 3.4 2.6 5.3 2.8 3.6 3.1 3.4 45.5   7.0 6.5割
55～59歳 68.6 1.6 1.6 1.4 0.3 2.7 0.8 1.1 0.8 0.5   5.2 15.3 1.2割
60歳以上  7.9 3.8 3.1 3.7 3.0 5.7 3.2 4.0 3.5 3.9 52.6   5.5 7.4割
出所）平成23年度高齢者の経済生活に関する意識調査結果1）より抜粋� （単位：%）

表２　加入・納付字義務に関する周知度（20～59歳）
総数 第1号被保険者 第2号被保険者 第3号被保険者

総数 94.0 91.3 95.2 57.4
20～29歳 88.6 86.2 90.4 45.6
30～39歳 94.5 90.9 95.7 53.2
40～49歳 95.8 93.9 96.7 57.1
50～59歳 96.2 95.0 97.1 67.8

出所）平成25年度公的年金加入状況等調査結果の概要2）より抜粋� （単位：%）
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いる．この状況が続けば，現在20代の若者が老後を
迎えたとき，年金保険料の未納により，年金給付額
が低いあるいは無年金になりかねないのではなかろ
うか．
　このような問題意識より，本稿では，20代の若者
の中でも，大学生に焦点を絞り，大学生の年金制度
に対する考え方に注目し，年金制度に関するアン
ケート調査の概要の整理を行う．

２．公的年金制度に関するアンケート調査の概要
　公的年金制度に関する調査には，現在，厚生労働
省4）が実施しているものとして，表3に示すように
①国民生活基礎調査5），②年金制度基礎調査6），③
公的年金加入状況等調査7），④国民年金被保険者実
態調査8）がある．これを見ると，公的年金被保険者
の加入状況や，保険料の納付状況，さらには，年金
の受給状況，所得の状況等といった，被保険者の状
態を中心に調査が行われている．また，平成5年には，
内閣府が「公的年金制度に関する世論調査」9）を実
施している．この調査では，公的年金制度に対する
国民の意識の調査が行われている．前述のいずれの
調査も，世代を絞ることなく，多世代にわたって調
査を実施しているという共通点がある．さらに，平
成10年には，厚生省年金局10）が大学生を対象に，公
的年金制度に関する意識調査を実施している．この
調査では，主に，大学生を対象として，公的年金制
度に対する意識や知識等の調査が行われている．
　一方，民間では，表4に示すような調査が行われ
ている．これを見ると，アンケート調査の目的に当
然ながらばらつきがあることが分かる．例えば，公

的年金制度に対する提言を行うことを目的とした調
査や，制度の改革に向けた年金制度の展望，さらに
は，制度運営への参考のためという，マクロ的視点
にたった調査や，調査の対象者を限定し，その行動
に影響を与える要因分析のようなミクロ的視点に
たった調査である．特に，久保11,12），佐々木13），中
澤18），吉中と松本19）は大学生に注目し，国民年金に
対する意識や，未加入行動の要因，さらには，制度
の理解度・信頼度といった項目の調査を行っている．
また，大学生は，20歳になると，国民年金保険料の
支払いが開始される．しかし，年金制度についての
知識がない，年金制度への信頼が低い，経済的に保
険料負担が大きいといった理由から国民年金の保険
料を滞納する場合もある．この状態が続くと，老後，
低年金に陥る危険性もある．こういった状況を避け
るためにも，年金保険料の支払いが始まる前から，
公的年金制度の必要性や役割，制度の仕組みなどを
理解しておく必要があろう．

３．まとめ
　本稿では，公的年金制度に関する大学生の考え方
に注目し，年金制度に関するアンケート調査の概要
の整理を行った．今後は，医療福祉に関連する内容
を学ぶ機会の多い大学生と，特定の科目の中でのみ
学ぶ大学生とでは，年金制度に関する知識の違いは
あるのか，さらに年金制度への関心度や信頼度の違
いなどを検証していきたい．そして，医療福祉に関
連する内容を学ぶ機会の多い学生に対して，公的年
金制度に関する教育の必要性を検討したうえで，そ
の教育プログラムの構築を目指したい．

図１　年齢階級別納付率（平成27年度）
出所）平成27年度の国民年金の加入・保険料納付状況3) より作成
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表３　厚生労働省実施の調査の概要 
調査名 調査の目的 調査事項

①国民生活基礎調査5）

本調査は，保健，医療，福祉，年金，
所得等国民生活の基礎的事項を調査し，
厚生労働行政の企画及び運営に必要な
基礎資料を得るとともに，各種調査の
調査客体を抽出するための親標本を設
定すること

世帯票：単独世帯の状況，5月中の家計
支出総額，世帯主との続柄，性，出生
年月，配偶者の有無，医療保険の加入
状況，公的年金・恩給の受給状況，公
的年金の加入状況，就業状況等

②年金制度基礎調査6）

本調査は，年金受給者について，収入，
支出，就業状況等の実態を総合的に把握
し，年金が受給者の生活の中でどのよう
な役割を果たしているかをとらえ，年金
制度運営のための基礎資料を得ること

調査対象者の性，生年月日，世帯構成，
世帯の就業状況，収入，支出，貯蓄額，
不動産の有無等

③公的年金加入状況等
　調査7）

公的年金加入状況を世帯員個々につい
て調査し，公的年金加入状況・受給状況，
世帯の状況，就業状況，公的年金に関
する周知度などを把握することにより，
年金の事業運営及び今後の年金制度の
検討のための基礎資料を得ること

公的年金加入状況と世帯の状況，就業
状況，公的年金に関する周知度等

④国民年金被保険者
　実態調査8）

国民年金第1号被保険者について，保険
料の納付状況ごとに，その実態を明らか
にし，被保険者の国民年金に対する意識，
保険料未納の理由など今後の国民年金事
業運営に必要な資料を得ること

就業及び就学の状況，世帯の状況（消
費支出額，生命保険支出額等），国民年
金に関する納付状況，国民年金に関す
る意識，本人及び世帯の所得の状況

表４　公的年金制度に関するアンケート調査の概要
著者名 対象者 実施期間 目的

久保和華11） 市民と大学生 2003.10
世代間格差をアンケート調査によって，その性質と世
代別の意識格差をまとめる

久保和華12） 大学生 2006.10 大学生の国民年金に対する意識を調査する
佐々木一郎13） 大学生 2003.11 国民年金未加入行動に影響する要因を明らかにする
佐々木一郎14） 20-60代の男女 2010.8 年金教育需要に影響する要因を明らかにする
佐々木一郎15） 20-69歳の男女 2010.8 人々の年金意識や年金ニーズを分析する
佐々木一郎16） 20-60代の男女 2010.8 年金制度が幸福度に及ぼす影響を分析する
田邊浩17） 20-75歳未満の男女 2002/2004 公的年金に対する負担感を解明する

中澤秀一18） 大学生 2009.2
保険料の納付と年金制度に対する理解度・信頼度との
関係を明らかにしつつ，学生にとってあるべき年金の
姿の考察

吉中季子・
松本祐二19） 大学生 2012.7

加入状況，納付の継続意志，制度に関する意識を明ら
かにする

日本薬剤師会20） 薬剤師 2015.2 薬剤師年金保険制度の今後の運営等の参考とする

経済広報センター21）会社員，主婦，
中高年齢者

2000.2
制度改革の在り方などを中心に公的年金制度を展望す
る

関西経済同友会
社会保障委員会22） 会員会社の社員 2001.7

年金制度についての意識や今後のあり方についての声
を収集し，提言につなげる
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